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1966年からスタートした加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（不足払い法）に基づく
不足払い制度の特徴は、以下の２点に集約できる。第１に指定生乳生産者団体（指定団
体）制度による地域独占を通じた生乳生産者団体の価格交渉力の強化（指定団体による一
元集荷多元販売）、第２に国の市場介入による乳製品需給のコントロール、そして「基準
取引価格」、「保証価格」といった政策価格の設定を通じた乳製品・生乳の安定的な再生産
の確保である。しかし、この不足払い制度の機能が80年代以降の原料乳取引の展開を通じ
て徐々に変容してきた。長らく唯一の加工原料乳地帯であった北海道でも加工原料乳以
外の用途が増加し、指定団体との個別交渉で価格が形成される用途（飲用乳向けなど）の
比重が高まった。そして、2001年には不足払い法の改定によって「基準取引価格」をはじ
めとする政策価格が撤廃され、加工原料乳生産者への固定的な補給金交付を中心とする
新不足払い制度に一新された。よって、乳業メーカーにとっては、不足払い制度の原料乳
取引に関する機能のうち、指定団体の一元集荷多元販売機能のみが残されたことになる。
ところで、指定団体と乳業メーカー間の原料乳取引は用途別になされている（用途別

取引）。用途別取引とは、同質の原料乳でありながら、仕向けられる牛乳乳製品の用途
によって価格・分配方法といった取引条件を区別する取引方式である。この用途別取引
がわが国の原料乳取引で一般的になったのは、1966年の不足払い法施行時である。不足
払い法施行規則に用途別取引の実施が明記されることで、用途別取引は政策的に制度化
された。当初の用途別取引には、補給金の交付対象となる加工原料乳を区別するという
事務的な面と、個々の牛乳乳製品の最終需要を明瞭に反映した価格形成（用途別乳価）を
実現するという積極的な面の２つの意味合いがあった。しかし、その後の原料乳取引の
中で、特に北海道の指定団体・ホクレンによる用途別取引はこういった意味以上の機能
を発揮してきた。
経済学的に言うと、用途別乳価は「差別価格」の一種である。差別価格の経済学的な説

明は省き、ここでは直感的な説明にとどめる。差別価格とは要するに一物多価で販売す
ることである。一物一価より一物多価で原料乳を販売した方が販売額は大きくなる。す
なわち、仮に指定団体が全ての原料乳をプール乳価水準の価格、つまり一物一価で販売
するとしよう。乳業メーカーは指定団体の原料乳を使った牛乳生産は行うが、バター・
脱脂粉乳、チーズなどの乳製品生産は行わないであろう。なぜなら、プール乳価水準の
原料乳は乳製品向け原料乳としては高すぎるからである（註1）。よって、指定団体の原料乳
販売額は一物一価の場合、確実に減少する。この差別価格（一物多価）の成立条件は、第
１に原料乳販売者である指定団体が価格支配力をもっていること、第２に原料乳の用途
間転用が起きないことである。指定団体が価格支配力をもっていなければ用途ごとで異
なる価格設定はできないし、安いチーズ原料乳と偽って飲用乳向け原料乳を購入すると
いった用途間転用が横行すれば指定団体は損をするだけである。これら２つの条件は不
足払い制度によって政策的に担保されている。指定団体の価格支配力は指定団体制度と
いう原料乳販売の地域独占によって保持され、補給金（加工原料乳以外の用途への奨励
金を含む）交付に伴う行政当局への取引量の報告義務によって用途間転用が生じる余地
はない。
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用途別乳価の視点からここ20年間のホクレンの行動を特徴付けるならば、牛乳乳製品
需要の変化に対応した取引用途の多様化と言える。その点で特に注目されるのが、クリ
ーム・脱脂濃縮乳といった液状乳製品向け原料乳の販売増加である。液状乳製品向けは
1990年代半ばから急速に増加し、近年ではホクレンの販売量の４分の１近くを占めてい
る。ホクレンは90年代前半から乳製品在庫の増大というかたちで顕在化した生乳需給の
緩和に対応して、加工原料乳供給量を限度数量内にとどめ加工原料乳価の下落を抑制し
た。それに伴って発生する余乳を液状乳製品向けへと販売促進策を通じて仕向けること
で（いわゆる「生クリーム対策」）、大規模かつ恒常的な計画減産を回避し原料乳販売量を
継続して拡大させた。液状乳製品という新たな需要に注目し、既存のバター・脱脂粉乳
から液状乳製品への代替需要を促すために液状乳製品向け乳価を引き下げた点が特に重
要である。液状乳製品向け乳価は加工原料乳価よりは高いので、液状乳製品向けの増加
はプール乳価下落を緩やかにする効果がある。筆者の計測によると、ホクレンが生クリ
ーム対策および「ほくれん丸」による都府県への原料乳移出を行わなかった場合、2007年
の実際値と比較すると乳価は1.4～2.2円/kg下落、販売額は80～400億円減少する（註2）。
一方、ホクレンの生クリーム対策は乳業メーカーにも便益をもたらした。1990年代以

降における乳業メーカーの製品戦略は飲用乳のみに限ると、牛乳からヨーグルト・乳飲
料といった利益率の高い製品へのシフトであった。ヨーグルト・乳飲料の原料として、
従来までのバター・脱脂粉乳に替わり比重を増したのがクリーム・脱脂濃縮乳といった液
状乳製品である。原料としての液状乳製品利用の増加要因は多岐にわたるが、原料乳取引
の面に限れば２点ほど指摘できる。第1は液状乳製品向け乳価引き下げによる利用メリ
ットの拡大、第２に液状乳製品向けは乳業メーカーの希望する量を購入できたことであ
る。特に第２の点は、北海道で取引量の過半を占めていた加工原料乳はメーカー間で量
的に固定された原料乳分配がなされていたため、原料乳購入量の増加を企図した一部の
大手乳業メーカーにとって過去の購入量に左右されずに購入できる液状乳製品向け取引
のメリットは大きかったと思われる。現に90年代以降に原料乳購入量を増やした乳業メ
ーカーの購入内訳をみると、その増加の大部分は北海道での液状乳製品向けである（註2）。
不足払い制度が成立して43年が経過した。不足払い制度を基盤とする用途別取引に基

づいて展開される指定団体の生乳販売戦略によって酪農家はもちろん、乳業メーカーも
一定のメリットを享受していることを今一度評価する必要があろう。むろん酪農・乳業
の双方において、そのメリットを享受する度合は団体・乳業メーカー間でかなりのムラ
があるのも確かである。未曾有の「酪農危機」の中で、特に指定団体は適正な乳価を主体
的に実現する力量を問われている。全国連を含めた各指定団体間の関係を、不足払い制
度の今後の方向性と合わせて再検討する時期にあると言えよう。

（註1）やや古いが2007年のホクレン販売価格をみると、加工原料乳58円/kg、チーズ原料乳（ハード系）41円/kg
で、プール乳価は65円/kg（補給金等を除いた用途別乳価加重平均、乳脂肪率3.5%換算値）。

（註2）清水池義治「原料乳市場構造の変化メカニズムに関する研究」、北海道大学大学院農学院共生基盤学専攻
博士論文、2009年（来年に書籍化予定）を参照
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清水池　義治（しみずいけ よしはる）
名寄市立大学保健福祉学部講師。09年北海
道大学大学院農学院共生基盤学専攻博士後
期課程修了、博士（農学）。同年1月より現
職。06年5月から08年9月まで雪印乳業㈱
酪農総合研究所非常勤研究員。専門は農業
市場論。


